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　当時のFASBは、論者によって様々に説明
され、また、さまざまに呼称されている利益
測定アプローチについて大きく２つに分類し
たうえで、それらの概念の精緻化を図り、一
元的な首尾調整された会計理論体系を構築す
るために、規範的な理論としての利益測定ア
プローチ（資産負債アプローチ）を開発しよ
うとしていたものと思われる。
　そこで本稿では、FASB1976年討議資料に
おける「資産負債アプローチ」の当初の理論
的立場を確認したうえで、それより以前の諸
学説における、資産負債アプローチと類似す
る概念の検討を行うことにする。それらの諸
学説は、FASBによる「資産負債アプローチ」
概念の提起に直接的あるいは間接的に、何ら
かの影響を与えたものと考えられるからであ
る。
　ここでは類似概念として、Alexander（1948）
による持分変動アプローチ（equity-change 
approach）とHendriksen（1965）による資本
維 持 ア プ ローチ（capital maintenance 
approach）を取り上げている。各アプローチ
の内容を確認したうえで、FASBの討議資料
（1976）における資産負債アプローチとの比
₁．はじめに
　FASB（米国財務会計基準審議会）がSFAC
（財務会計概念書）において、いわゆる「資
産負債アプローチ」の立場をとる方向を明ら
かにしてから、様々な基準が作られ、その会
計処理が資産負債アプローチを根拠に説明さ
れるようになっている。周知のとおり、今日、
米国基準や国際会計基準のみならず、日本の
いわゆる新会計基準も資産負債プローチを基
調にして作成されてきている。そもそも資産
負債アプローチとは何であるか、ということ
を探ると、「資産負債アプローチ（asset and 
liability view）」という概念が初めて登場した
のは、FASBから1976年に公表された討議資
料１に遡る。一般的に、資産負債アプローチ
を説明する場合には、このFASB1976年討議
資料の文言が引用されている。
　しかしながら、FASB1976年討議資料の文
言に忠実に解釈すれば、最近の会計基準を資
産負債アプローチと収益費用アプローチの折
衷的なアプローチと理解する見方は、FASB
が当初想定していた「資産負債アプローチ」
とはいささか異なっているようである。
キーワード ：資産負債アプローチ、持分変動アプローチ、資本維持アプローチ
Key words ：asset and liability view, equity-change approach, capital maintenance approach
FASB1976年討議資料以前の諸学説における
類似概念と資産負債アプローチの比較
Comparison between similar concepts before FASB Discussion
Memorandum 1976 and the concept of asset and liability view
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際には認識・測定プロセスにおいて大きく重
なり合うものである（このことを私は「相互
独立性」の前提とよんでいる）。そのため、
両者の併存は討議資料（1976）では想定され
ていないと考えてよいだろう。同じ発生主義
会計による複式簿記を基礎としている場合、
両アプローチの認識・測定プロセスは大きく
重なり合い、同じプロセスを辿ることは少な
くないはずである。そして、重なり合ってい
る部分に関しては、単に同じ会計処理を異な
る視点から説明しているにすぎない。両アプ
ローチの違いは、その目的観や利益観の相違
に基づいて生じる個別の項目に表われるので
あり、対象とする財務諸表項目の範囲の違い
となるのである。
　討議資料（1976）の段階におけるFASBの
関心は、財務諸表の構成要素の定義が循環論
的になることを防ぐために、核となる概念
（キー概念）を定めて定義し、それをもとに
他の諸概念を定義することができるような規
範的な理論体系の確立にあった。資産負債ア
プローチは、資産および負債を企業に実在す
る経済的資源および義務に限定することで、
利益およびその構成要素となるのは企業の富
を増加または減少させる項目のみとなり、期
間損益の測定に恣意性の介入する余地を少な
くする狙いがあったと考えられる。
　討議資料（1976）が当初想定していた資産
負債アプローチの特徴を、収益費用アプロー
チとの比較でまとめると次の表のようになる。
較を行う。その際、３つの視点から比較検討
を行うこととする。それは、①アプローチの
意義と、それが対概念と相互独立的なのかあ
るいは相互補完的（相互併存的）なのかとい
う点、②測定属性の点、③理論の性格が規範
論的理論なのかあるいは実在論的理論なのか
という点である。
₂．FASB討議資料（1976）における「資
産負債アプローチ」
　FASBは討議資料（1976）においては、当
時の様々に説明され、また、さまざまに呼称
されていた利益測定アプローチについて大き
く２つに分類したうえで、それらの概念の精
緻化を図り、一元的な首尾調整された会計理
論体系を構築するために、規範的な理論とし
ての利益測定アプローチ（資産負債アプロー
チ）を開発しようとしていたものと思われる。
そこにおいて想定されていた資産負債アプ
ローチは、利益を１期間における営利企業の
富の増加と考えて、資産と負債の増減に基づ
いて利益の定義をおこなう利益測定アプロー
チである（paras.34,36）、とされている。財
務諸表の連携（損益計算書における利益と貸
借対照表における利益とが一致すること）し
たがって複式簿記を前提として、発生主義会
計を排除しない利益測定アプローチである。
そして特定の測定属性と自動的に結び付けら
れるものではないため、測定属性としては原
価も公正価値も選択しうる（このことを私は
「測定属性中立性」の前提とよんでいる２）。
よって、測定属性として原価を選択した場合
には、結果として実現主義・対応概念・配分
概念が適用され得ることになる。要するに、
資産負債アプローチと収益費用アプローチは
それぞれが独立して成り立つものであり、実
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いる。持分変動アプローチでは、企業を株主
の資産とみなすという、いわゆる所有主理論
の立場をとるところに特徴がある。そして、
株主持分の価値の変動額が利益として計算さ
れる。株主持分の価値は将来キャッシュフ
ローの割引現在価値に基づいて測定される。
そのため、将来に関する知識が完全な確実性
の条件のもとでは適用が容易である。しかし、
現実の経済は不確実であり、将来キャッシュ
フ ローの 予 測 は 困 難 で あ る。Alexanderは、
このような不確実性のもとでも適用可能な持
分変動アプローチの計算モデルとして可変利
益（variable income）という概念を導き出し
ている。このAlexanderが理想とする可変利
益という利益概念を、彼は二段階の接近法に
よって展開している。まず第１に持分変動ア
プローチに基づく混合経済学的利益（mixed 
economic income）を説明し、第２に活動利
益概念に基づいて、混合経済学的利益を修正
する可変利益を説明している。
₃．	Alexanderによる「持分変動アプロー
チ」
3-1.　持分変動アプローチの意義
　S. S. Alexanderは、 そ の 論 文“Income 
Measurement in a Dynamic Economy”３の
なかで、持分変動アプローチ（equity-change 
approach）という概念を提示している。
　Alexanderは資産の評価と利益を検討した
この論文のなかで、まず、利益とは何かを問
うている。利益概念を検討する手掛かりとし
て、まずHicksの個人の年間の所得（income）
の意義を再検討することから議論をすすめて
いる。Alexanderは、個人の所得を富の増加
により測定するということを確認した後、事
業あるいは法人を資産とみなして、資産価値
の変動を利益であると考え、期首と期末の持
分を比較し、その差額を企業の利益と捉える
アプローチを導きだす。これを持分変動アプ
ローチ（equity-change approach）とよんで
表₁
資産負債アプローチ 収益費用アプローチ
共通の前提 財務諸表の連携
相互独立性
測定属性中立性
複式簿記発生主義会計
キー概念 資産・負債 収益・費用
目的 富の増大 業績測定
対象 事物 行為
利益概念 正味資産の変動額 収益・費用の差額
利益測定の前提 経済活動は不確実性を伴い、また経済成
果はしばしば変動するがゆえに、かかる
変動を報告すべき
利益は企業ないしその経営者の経常的、正
常的、長期的な業績指標ないし成果指標
である
利益測定値 経済的資源の属性、ならびに将来他の実
体に経済的資源を引渡す義務の属性の各
測定値における変動額
実現収益と、その犠牲たる費用を適切に
対応させた歪曲が最小化された差額
重視する点 経済的資源・責務の変動によってのみ利
益を定義づけることで、利益概念が明確
化し、利益の測定値の信頼性を高める
期間損益の歪みを回避するための適切な
対応
― 152 ―
埼玉学園大学紀要（経営学部篇）　第10号
　以下で、Alexanderによる持分変動アプロー
チの利益測定プロセスを概観する。
3-2.	 Alexanderによる企業利益（business	
income）観
　Alexanderは、利益の測定に関して以下の
ように述べている。
　「われわれが第１に関心があるのは事業の
利益である。事業あるいは会社は資産とみな
してもよい。従って、こう定義できるであろ
う。企業のある年の利益は、持分所有者に配
当しえて、かつ、期末に期首と同様に裕福で
あることのできる金額である。この“期末に
期首と同様に裕福である”とは、企業にとっ
て、期末の株主持分の価値が期首の価値と等
しいこと、すなわち“資本を毀損せず維持す
ること”を意味している。従って、利益の測
定という問題は、株主持分の価値変化の測定
という問題と不可分である（pp.44-45）。」
　「企業利益を期首の純資産と期末の純資産
との差額とする一般的な利益概念は、持分変
動概念とよべるであろうが、この概念のもと
では、期首と期末における資産および負債の
評価が重要である。持分所有者の立場からは、
そのような資産と負債の評価を定期的に行う
ことにより、彼が期首とくらべて期末にどの
くらい裕福になったかがわかる。個人の所得
の概念に従えばそのような評価により、彼が
その期間にどれほど消費しえて、かつ、期末
には期首と同様に裕福さを保つことができて
いるのがわかると言えよう。この持分の変化
に着目する利益概念アプローチを、持分変動
アプローチとよぶ（p.45）。」
　このように、Alexanderの利益観の背景に
は、利益測定の目的を、企業が当該期間にど
れだけ裕福になったのか、そして、当該期間
に遂行された活動の結果として裕福になった
のか、つまり裕福さをもたらした原因に置い
ている。企業が当該期間にどれだけ裕福に
なったのかを測るのが、Alexanderのいう混
合経済学的利益であり、裕福さをもたらした
原因を測るのが可変利益である。
　また、Alexanderは持分変動アプローチの
対概念についても指摘をしている。
　「持分変動アプローチとは反対の特徴をも
つ利益概念アプローチがある。それは、当該
期間における営業利益または営業損失を分析
するものであり、これを営業利益アプローチ
（proﬁt from operation approach）とよぶ。こ
のアプローチにおいては、収益から売上原価
を 控 除 す る こ と に よ り 利 益 を 計 算 す る
（p.45）。」
　「我々は、事業活動において利益が測定可
能な重要な時点として、販売を典型的な例と
して使用してきた。しかし、他のものを選択
することとしてもよいであろう。たとえば、
生産を利益計算の基準としてもよいだろう。
この場合、営業利益は、年間に遂行された生
産活動の価値からそれらの営業の原価を控除
することにより計算される。また、製品在庫
を原価ではなく市場価格により評価すれば、
販売ではなく、生産に基づいた営業利益が報
告されることになる（pp.45-46）。」
　Alexanderの理論では、利益測定アプロー
チを持分変動アプローチと営業利益アプロー
チという２つのアプローチに区別している点
に特徴がある。持分変動アプローチは、資本
維持概念に基づいて持分の期間増分をもって
所 得（income） と す る ア プ ローチ で あ り、
営業利益アプローチは、当該期間の収益また
は生産高と費用の差額を所得とする、いわゆ
る会計学者の考える利益測定アプローチであ
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るからである。会計学的利益概念のもとでは、
資産が現金（又は現金同等物）と交換される
まで利益は生じないと考える。すなわち、現
金以外のあらゆる資産は、企業がそれと交換
するために与えたものがその価値と考えられ、
現金は額面価値（face value）をもっている
と考えられる。そして、利益は資産がその取
得原価以上の現金（又は現金同等物）と交換
される取引においてのみ生じることになる。
このように、実現するまで利得の認識を否定
するのは、他の資産以上に現金を重視する会
計人の偏見によるものであるとしている
（pp.49-52）。
　このようにAlexanderは、現実の会計、す
なわち会計学的利益概念にもとづく会計に対
する批判から、経済学的な利益概念にもとづ
く持分変動アプローチを提唱することになっ
た。
3-3.　持分変動アプローチによる利益計算
　Alexanderによれば、持分変動アプローチ
のもっともシンプルで直接的な形態が混合経
済的利益であるとされている（p.47）。そこで、
ここでは持分変動アプローチによる利益計算
の方法を、Alexanderの用いた設例に従って
確認する。
設例（pp.46-47）
　機械装置メーカーのNeverlose社の業況は
次のとおりである。
（1） 19×５年度期首における業績見込みは以
下のとおり。
　①売上高　100,000ドル
　②売上原価　90,000ドル（原価率0.9）
　③年間利益　10,000ドル
　④年間配当　10,000ドル
　⑤同社の持分価値（value of equity）
る。Alexanderは、持分変動アプローチによ
る利益をincomeとよび、営業利益アプロー
チによる利益をproﬁtとよび両者を区別して
いる。Alexanderは、会計学者のいう利益観
と経済学者のいう利益観を比較・検討するた
めにこのような２つのアプローチに区別した
と考えられるが、このうち、持分変動アプロー
チの混合経済所得だけが経済学者のいう利益
概念であるとしている。そして混合経済所得
は、経営価値を含む会社持分価値の期間増分
であり、期末時点で評価された期末資本価値
と期首時点で評価された期首資本価値との差
額として算定される。
　Alexanderはまた、次のように述べて会計
学的な利益測定アプローチを批判している。
すなわち、原価または時価のいずれが会計の
基礎として利用されるべきかということは、
いずれが利益の測定のために最も有用である
かによって決定される。しかしこの問題の解
決のためには、それに先立って、利益は継続
企業価値の変動すなわち、のれんを含むべき
か否かの問題を検討する必要がある。会計の
機能が利益の決定であるならば、我々はまず
利益の性質についての意見の一致をみなけれ
ばならない。そして、それに基づいて評価基
準を選択しなければならない。しかしながら、
伝統的な会計は、まず評価基準を決定し、そ
れから利益概念を規定しており、これはまさ
に本末転倒した思考であるとしている。そし
て、伝統的な会計、すなわち取得原価アプロー
チにおいては、実現した利得（realized gain）
以外のいかなる利得をも認識することを否定
する態度が暗黙のものとなっている。なぜな
らば、発生しているが、未実現の利得が利益
として認識されると、資産は取得原価ではな
く再評価時点での価値で記録されることにな
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　　　　　　　200,000ドル
　　この持分価値は、利子率を5％とし仮定
して、10,000/0.05と計算されたものである。
（2） 19×５年度期末、同社の実際の業績は以
下のとおりとなった。
　⑥売上高　107,500ドル
　⑦売上原価　86,000ドル（原価率0.8）
　⑧年間利益　21,500ドル（107,500-86,000）
　⑨同社の期末の実際の持分価値は241,500
ドル（配当支払前）
　⑩したがって、期首の持分価値は230,000ド
 ルに修正される（241,500/1.05）
　⑪同社は21,500ドルを配当した。
　⑫純資産の増加額は、完成品を原価評価し
た場合は25,000ドル、市場価値評価（取
替原価で評価）した場合は30,000ドル
　⑬当期における生産高は130,000ドル（13
万個×売価＠1.00ドル）
　⑭製造原価は104,000ドル
　⑮製品評価額は117,000ドル
　Neverlose社の19×５年度の各利益は次の
とおり計算される。
　A混合経済学的利益の計算は、期末時点の
新たな知識に基づいて期首と期末の持分価値
を計算し、両者の差額として利益を計算する
方法である。この利益が意味するところは、
株主に配当しえて、かつ、期末にも期首と同
様に裕福であることのできる金額であり、持
分価値の変動額によって測定される。
　 期 末 の 持 分 価 値 は、 配 当 支 払 前 の ⑨
241,500ドルであり、期首の持分価値は⑤
200,000ドルであるため、混合経済学的利益
は41,500ドルと計算される。ここで、期末の
実際持分価値は期首に予測した200,000ドル
ではなく、241,500ドルであったため、事後
の知識に基づき、期首の持分価値は241,500
ド ル を 割 引 計 算 し た230,000ド ル（241, 
500/1.05）に修正される。したがって、経済
学的利益は、期末の実際持分価値241,500ド
ルと修正後の持分価値230,000ドルの間の変
動額11,500ドルとなる。また、期首予想の持
分 価 値2000,000ド ル と 修 正 後 の 持 分 価 値
230,000ドルとの差額30,000ドルは、利益では
なく見積の修正である。Alexanderは、後者
の30,000ド ル を 予 想 外 利 得（unexpected 
gain）とよんでいる（p.47）。
　すなわち、混合経済学的利益は次のように
表わすことができる。
混合経済学的利益＝事後において計算される
持分価値の期首と期末の
変動額
　　　　　　　　　（純粋経済学的利益）
　　　　　　　　＋新しい知識に基づく予想
表₂
持分変動アプローチ A 混合経済学的利益
　41,500
純粋経済学的利益＋予想外利得
11,500（⑨－⑩）＋30,000（⑩－⑤）
B 有形持分変動利益
　（tangible equity change）
原価評価した場合25,000（⑫）
市場価値評価した場合30,000（⑫）
営業活動アプローチ C 会計人の利益
　21,500
純粋な売上利益+価格変動による利得
10,750＋10,750
D 混合生産利益
　26,000
純粋な生産利益+生産された財に賦課
される項目の価格利得
13,000（⑬×0.1）＋13,000
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の変更に伴い生じる持分
価値の変動額
　　　　　　　　　（予想外利益）４
　B有形持分変動利益は、将来キャッシュフ
ローの割引現在価値として測定されるのでは
なく、企業の個別の有形資産を時価または原
価で評価することによって純資産の増加額と
して測定される利益である。A混合経済学的
利益とB有形持分変動利益との差異について
Alexanderは、前者にはのれん（goodwill）が
含まれるのに対し、後者にはそれが含まれな
いことであると説明し、のれんを特にゴーイ
ング・バリュー（going value）とよんでいる
（p.52）。またAlexanderは、会計実務がゴー
イング・バリューの変化を除外することに関
して、実務上の理由はあるにしても、理論的
正当性はほとんどないと考えている。
　C会計人の利益は、取得時の原価⑦86,000
ドルを販売時の原価96,750ドル（⑥107,500×
⑮117,000/⑬130,000） に 修 正 し、 差 額 の
10,750ドルを価格変動による利得とし、⑧利
益21,500ドルと利得の差額10,750ドルが純粋
な売上利益となる。
　D混合生産利益は、純粋生産利益13,000ド
ル（⑬130,000-⑮117,000）と価格変動による
利得13,000ドル（⑮117,000-⑭104,000）の合
計額となる。
　予測外利得の本質をめぐっては、利得に含
まれるべき現実の富の増加か、あるいは富の
単なる見積の修正かという２つの見解がある。
その相違点は、“期末において期首と同様に裕
福である”ということの意味するところにあ
る。しかしAlexanderは、どちらの見解を採
用するのかは、利益測定の目的にどちらがよ
り役立つかによると述べつつも、混合経済学
的利益の概念においては純粋な利益（pure 
income）と予想外利得の２つが単に区別さ
れればよいとしている（p.67-68）。
　一般的な経済学的利益概念における利益は、
将来キャッシュフローの割引現在価値に基づ
く期首持分価値と期末持分価値（配当前）の
差額として計算される。経済学的利益は、確
実性の条件のもとでは理想的な利益と考えら
れるが、不確実性のもとでは予想の変更とい
う困難に対応できないという問題があった。
そのため、事後に得られた知識に基づいて計
算した、純粋経済学的利益と予想外利得の２
つの構成要素からなる混合経済学的利益が検
討された。混合経済学的利益の計算は、不確
実性のもとでの最もシンプルで、かつ利益の
持分変動アプローチに忠実で簡単な利益計算
方法であるとされたが、混合経済学的利益に
は外生的な予測外利得が含まれてしまう。さ
らに、利益は経営者の経営努力のいかんに
よっても変化する。混合経済学的利益に混入
する富の修正値を排除しつつ、経営者の経営
努力の成果を反映した利益が測定されなけれ
ばならない。
　経営者の経営努力を反映しつつ、外生的な
要因による予測外利得を除外した利益を計算
するためには、包括的に持分価値の差額を計
算してそれを利益とする混合経済学的利益で
は不十分であり、特定会計期間の活動の成果
のみを反映した利益が計算されなければなら
ない。Alexanderは、そのような利益概念を
活 動 利 益（activity proﬁt） と よ ん で い る
（p.65）。
　Alexanderは、活動利益の要素を混合経済
学的利益に組み込もうとしており、経営者の
経営努力によって変化する利益の要素が組み
込 ま れ た 混 合 経 済 学 的 利 益 を 可 変 利 益
（variable income）とよんでいる。
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₄．	Hendriksenによる「資本維持アプ
ローチ」
　Hendriksenは著書５のなかで、期間利益の
測定に対する主なアプローチは２つあるとし
ている。すなわち、資本維持アプローチ
（capital maintenance approach）と取引アプ
ローチ（transactions approach）である。
　FASBの 討 議 資 料（1976） に お い て、
Hendriksenのいう「資本維持アプローチ」と
いう用語が登場する場面がある。
　「・・・長期にわたる強調点の相違が、
利益測定に関する２つの指導的流派を生み
だしたのである。１つは、一般に、貸借対
照表アプローチ（the balance sheet view）、
資産負債アプローチ（asset and liability view）、
資本維持アプローチ（capital maintenance 
view）と称されるアプローチである。他の
１つは、一般に、損益計算書アプローチ
（income or earnings statement view）、収益
費用アプローチ（revenue and expense view）、
対応アプローチ（matching view）と称さ
れるアプローチである（para.31）。」
　このパラグラフの記述によれば、資産負債
アプローチと収益費用アプローチという用語
も一般的に使われていたかのように読めるが、
財務諸表の構成要素に関する討議資料（1976）
においてFASBがこの用語を使用するまでは、
ほとんどの会計専門家はその用語を聞いたこ
ともなかったとされている６。しかし、貸借
対照表アプローチは、米国の多く簿記書に登
場する、1910年代以降広く知られている複式
簿記の仕組みに関する解説法である。1880年
と1907年にSpragueよって形づくられたとい
われている７。そして資産負債アプローチと
並べられているもう1つの名称が「資本維持
アプローチ」である。
　Hendriksenによれば、それぞれのアプロー
チは以下のように説明される。
　「資本維持アプローチは、しばしば貸借
対 照 表 ア プ ローチ（balance sheet 
approach）として取り上げられ、また取引
アプローチはしばしば損益計算書アプロー
チ（income statement approach）として取
り上げられる。前者においては、ある特定
の期間の利益は、その期間の期末における
純資産を期首における純資産と比較し、配
当ならびに資本取引に対する修正を行うこ
とによって決定される。取引アプローチに
おいては、利益は、当該期間における特定
の取引の結果である費用を、同じく取引の
結果である当期の収益から控除することに
よって測定される。利益測定に対する慣習
的なアプローチは、取引アプローチと資本
維持アプローチとを組み合わせたものであ
る。ほとんどの収益、費用、ならびに利得
および損失は特定の取引の結果によって測
定されるが、見越項目、繰延項目、棚卸資
産の評価もまた利益測定のなかに含まれる。
事実、取引基準にもとづいて変化は記録さ
れるが、資本維持を強調することも可能で
ある。このようにして、利益測定に対する
両方のアプローチを理解することが重要で
ある（pp.103-104）。」
　資本維持アプローチによる利益の測定は、
その期間の期末における純資産を期首におけ
る純資産と比較し、配当ならびに資本取引に
対する修正を行うことによって決定される。
これは、資産負債アプローチの考え方と同じ
である。しかし、
　「利益に関する資本維持アプローチのも
とでは、評価論は利益確定の中心課題であ
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る。すなわち、利益は2時点間の正味の評
価額の変動を分析することによって決定さ
れる。（p.192）。」
として、利益測定と評価の問題を結び付けて
考えている。
　「会計上の利益は２つの基本的方法―資
本維持アプローチおよび費用収益の対応８
―によって算定される。資本維持アプロー
チは、資産を投入原価または産出価値に
よって評価することを要求し、利益はその
期間のこれらの価値の増加から生じる。利
益に関する取引法のもとでは、費用収益対
応には、投入額と産出額との適切な評価お
よび当期の取引に関連した投入額と産出額
との差額を計算する必要がある（pp.195-
196）。」
　また、各アプローチはそれぞれ特定の測定
属性に結び付けて考えており、それに関して
は、具体的に以下のように述べている。
　「貸借対照表の作成および利益測定にあ
たって、客観的な資産評価を行うための理
想的な評価概念は、資産の将来のキャッ
シュフローの現在価値あるいは、潜在的用
益価値（potential service value）を認識す
る概念である。従って、産出価値にもとづ
く 評 価 概 念（output valuation concepts）
は投入価値にもとづく評価概念（input 
valuation concepts）よりも優れている。し
かし、産出価値に基づく評価概念は将来の
現金あるいは用益の流れの客観的で信頼で
きる尺度の使用を必要とする。しかしなが
ら、これらの将来の流れがきわめて不確実
な場合には、投入価値の使用が優れた代替
方法となる。当期の投入価値と予測される
将来の用益の投入価値は過去の投入価値よ
りも意味がある（p.217）。」
₅．	類似概念と資産負債アプローチの比
較
　以上で述べたように、資産負債アプローチ、
持分変動アプローチ、資本維持アプローチの
３者はいずれも正味資産の変動額をもって利
益測定を行うとするものであり、類似した意
義をもつアプローチである。これらのアプ
ローチは、どのような違いがあるのだろうか。
これらの類似概念と資産負債アプローチの比
較を行うことで、資産負債アプローチの概念
への理解がより深まるものと考える。
　まず、討議資料（1976）において想定され
ていた資産負債アプローチは、財務諸表の連
携を前提として、発生主義会計による複式簿
記によっても達成される。そして特定の測定
属性と自動的に結び付けられるものではない
ため、測定属性としては原価も公正価値も選
択しうる（測定属性中立性）。よって、測定
属性として原価を選択した場合には、結果と
して実現主義・対応概念・配分概念が適用さ
れることになる。要するに、資産負債アプロー
チと収益費用アプローチはそれぞれが独立し
て成り立つものであり（相互独立性）、両者
の併存は討議資料（1976）では想定されてい
ない。発生主義会計を前提とした場合の資産
負債アプローチは、従来の収益費用アプロー
チによる認識・測定プロセスと結果的に多く
の部分で重なり合うことになるため、そのこ
とが一見して両アプローチが併存しているよ
うに思わせるのかもしれない。
　これに対して、Alexanderによる持分変動
アプローチは、事業あるいは法人を資産とみ
なして、資産価値の変動を利益であると考え
る。そして、期首と期末の持分を比較し、そ
の差額を企業の利益と捉えるため、それのみ
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で完結した規範理論的なアプローチであると
いえる。そのため、持分変動アプローチと対
を な す 営 業 利 益 ア プ ローチ（proﬁt from 
operation approach）とは相互独立的である。
しかし、経済学の立場による利益の認識に
たっており、持分変動アプローチにおける測
定属性は割引現在価値に限定される。原価ま
たは時価のいずれが会計の基礎として利用さ
れるべきかということは、いずれが利益の測
定のために最も有用であるかによって決定さ
れるとしている点は、思考の上では討議資料
（1976）と同じであろう。しかし、持分変動
アプローチは、事業あるいは法人を１つの資
産とみなして考えるため、構成要素ごとに測
定属性を決定することは想定されていないと
考えられる。また、まず利益の性質について
の意見の一致をみなければならず、そして、
それに基づいて評価基準を選択しなければな
らないとしている点は、利益の性質と評価基
準を切り離して考えようとした討議資料
（1976）とは立場が異なる。さらには、財務
諸表の連携や、複式簿記による発生主義会計
を前提にせずとも成り立つ計算体系であると
考えられる。Alexanderによる持分変動アプ
ローチと資産負債アプローチは、その前提に
おいて大きく異なるものであるが、今日の（全
面）公正価値会計と結び付きつつある資産負
債アプローチに対しては、少なからず影響を
与えているのではないかと考えられる。
　また一方で、Hendriksenによる資本維持ア
プローチは、「利益測定に対する慣習的なアプ
ローチは、取引アプローチと資本維持アプ
ローチとを組み合わせたものである」と説明
されており、相互併存的なアプローチである
と考えられる。これは、Hendriksenが現実の
会計慣行を説明する実在論的な説明理論とし
て、両アプローチを扱っているからであろう。
また、測定属性に関しては、客観的な資産評
価を行うための理想的な評価概念は、資産の
将来のキャッシュフローの現在価値あるいは、
潜在的用役価値（potential service value）を
認識する概念であるとして、信頼できる証拠
が利用可能な場合には（投入価値よりも）産
出価値を用いるのが理想的と考えている。
　以上の関係を表にまとめると下記のように
なる。
表₃
Alexander（1948） Hendriksen（1965） FASB1976年討議資料
アプローチ
（対概念）
持分変動アプローチ
（営業活動アプローチ）
資本維持アプローチ
（取引アプローチ）
資産負債アプローチ
（収益費用アプローチ）
意義 資産価値の変動を利益であ
ると考え、期首と期末の持
分を比較し、その差額を企
業の利益と捉えるアプロー
チ
（相互独立）
ある特定の期間の利益は、
その期間の期末における純
資産を期首における純資産
と比較し、配当ならびに資
本取引に対する修正を行う
ことによって決定されると
するアプローチ
（相互併存）
利益を一期間における営利
企業の富の増加と考えて、
資産と負債の増減に基づい
て利益の定義をおこなう利
益測定アプローチ
（相互独立）
測定属性 割引現在価値 産出価値（ただし、その測
定が不確実な場合は投入価
値）
中立
（測定属性中立性）
理論の性格 規範論的理論 実在論的理論 規範論的理論
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₆．おわりに
　いずれも正味資産の変動額をもって利益測
定を行うとする類似した意義をもつ、３つの
会計観、資産負債アプローチ、持分変動アプ
ローチ、資本維持アプローチを比較検討した。
Alexanderによる持分変動アプローチは、経
済学者の立場による理論であり、単純に比較
することは難しいが、あるべき利益測定アプ
ローチを提起した規範論的理論である。この
点は、討議資料（1976）の資産負債アプロー
チに通ずるところがある。また、今日の
FASBのような（全面）公正価値会計と結び
付きつつある、ともすれば行き過ぎともいえ
る資産負債アプローチは、Alexanderによる
持分変動アプローチのような経済学的な利益
測定アプローチへの過度な傾斜といえるかも
しれない。
　また一方で、わが国における、最近の会計
基準を資産負債アプローチと収益費用アプ
ローチの折衷的なアプローチと理解する見方
は、Hendriksenによる、取引アプローチと資
本維持アプローチとを組み合わせとして現実
の会計慣行を説明する実在論的理論に近づい
た感がある。
　「資産負債アプローチ」は、討議資料（1976）
において定義されて以来、その内容が変質し
ていったことが明らかであるが、公式文書に
おいて概念の定義の再検討がなされることは
なかった。登場から30年以上経った今、また
当初の理論的立場への揺り戻しの動きもある
ようである。利益測定アプローチは、財務会
計の概念フレームワークを支える、最も根本
的な概念である。改めて、「資産負債アプロー
チ」の概念について議論をし、コンセンサス
を求めるべき時期に来ているのかもしれない。
注
１ FASB, Discussion Memorandum,” an analysis 
of issues related to Conceptual Framework for 
Financial Accounting and Reporting : Elements of 
Financial Statements and Their Measurement”. 
1976.（津守常弘監訳『FASB財務会計の概念フレー
ムワーク』中央経済社 1997年。）
２ 「測定属性中立性」と「相互独立性」の前提に
関しては、拙稿「当初想定されていた資産負債ア
プローチ―FASB1976年討議資料の再検討―」『産
業経理』第69巻第１号、pp.180-189.で詳しく述べ
ている。
３ T. Baxter and S. Davidson, Studies in Accounting, 
Institute of Chartered Accountants in England and 
Wales, 1977, pp.35-85.（当初1948年にAIAの研究
グループのために執筆された論文をSolomonsが
一部改訂したもの）
４ Alexanderは、この新しい知識に基づく予想の
変更に伴い生じる持分価値の変動額（予想外利益）
を、後付けの価値（the hindsight value）とよん
でいる（p.67）。
５ Eldon.S.Hendriksen “Accounting Theory” 1965.
これは、会計理論の上級コースおよび大学院用の
教材として、また利益に関する理論、資産の評価
および会計思考の歴史に関するゼミナール用の教
材として、理論体系を提示することを意図された
ものである。当該書の会計理論へのアプローチは
主として、財務報告の基本的な目的および公準か
ら出発する演繹的推論および理論に基づいている。
利益決定の理論がほとんどの議論の中心をなして
いるが、また資産の評価問題を抜きにしては収益
の測定と資産の配分の問題を論ずることは困難で
あるとされている。（序文より）
６ 『財務会計の概念および基準のフレームワーク』
p.112, 注122.
７ A. C. Littleton “A Cost Approach to Elementary 
Bookkeeping” The Accounting Review, 1934, p.33.
８ 「費用収益対応」としているが、これは取引ア
プローチを指す。
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